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令和７年３月１１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和５年（ワ）第７０１２５号 損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和６年１２月１８日 

判       決 

 5 

原 告    Ａ 

 

原 告    Ｂ  

 

原 告    Ｃ  10 

原告ら訴訟代理人弁護士    重 長 孝 志 

    同              加 藤 幸 英 

     

被 告    Ｄ  

同 訴訟代理人弁護士    熊   谷   裕   平 15 

主       文 

     １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 20 

１ 被告は、原告Ａに対し、１３６万０４９５円及びこれに対する令和５年５月８

日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

２ 被告は、原告Ｂに対し、１１０万円及びこれに対する令和５年５月８日から支

払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 

３ 被告は、原告Ｃに対し、１１０万円及びこれに対する令和５年５月８日から支25 

払済みまで年３パーセントの割合による金員を支払え。 
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第２ 事案の概要 

 本件は、原告らが、被告に対し、被告がインターネット上の動画共有サイト

であるＹｏｕＴｕｂｅ（以下「ユーチューブ」という。）を運営するＧｏｏｇｌ

ｅ ＬＬＣ（以下「グーグル」という。）に対して、原告らがユーチューブにお

いて投稿した動画について、ユーチューブにおける動画の投稿が著作権侵害、5 

プライバシー侵害又は名誉毀損に該当することを通知するためのフォームから

通知をしたことが違法であると主張して、民法７０９条に基づき、原告Ａ（以

下「原告Ａ」という。）は損害金１３６万０４９５円及び遅延損害金の支払を、

原告Ｂ（以下「原告Ｂ」という。）は損害金１１０万円及び遅延損害金の支払を、

原告Ｃ（以下「原告Ｃ」という。）は損害金１１０万円及び遅延損害金の支払を10 

それぞれ求める事案である。 

１ 前提事実（当事者間に争いのない事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により

容易に認められる事実。以下において、枝番号のある証拠について枝番号を記

載しない場合は、全ての枝番号を含む。） 

⑴ 当事者 15 

ア 原告Ａは、別表１～３の「チャンネル名」欄記載のチャンネルを、原告

Ｂは、別表４の「チャンネル名」欄記載のチャンネルを、原告Ｃは、別表

５の「チャンネル名」欄記載のチャンネルを、それぞれユーチューブに開

設し、動画を投稿していた者である（甲９～１１）。 

イ 被告は、「Ｄ（Ｄ´）」とのチャンネルをユーチューブに開設し、株式会20 

社Ｅに動画を投稿させていた者である（甲１２）。 

⑵ 動画の投稿 

原告らは、ユーチューブにおいて、原告Ａについては別表１～３の、原告

Ｂについては別表４の、原告Ｃについては別表５の各「チャンネル名」欄記

載のチャンネルから、「動画タイトル」欄記載のタイトルの各動画（以下、こ25 

れらを総称して「本件各動画」といい、動画の番号に応じて、「本件動画１」
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などという。）をそれぞれ投稿し、「動画ＵＲＬ」欄記載のＵＲＬにおいて公

開した（ただし、本件動画１０、１１、１３、１４、１８及び２０のタイト

ルは不明である。）。（甲１３～１６、２９） 

⑶ 本件各動画についての通知 

ア 別表１～５の「通知年月日」欄記載の日において、ユーチューブのウェ5 

ブサイト上には、ユーチューブにおける動画の投稿が著作権侵害、プライ

バシー侵害又は名誉毀損に該当することをグーグルに通知するためのフォ

ーム（以下それぞれ「著作権侵害通知フォーム」、「プライバシー侵害通知

フォーム」又は「名誉毀損通知フォーム」といい、これらを総称して「本

件各通知フォーム」という。）が設けられていた。 10 

イ 被告は、本件動画１及び２６～２９について、著作権侵害通知フォーム

から、それぞれ別表１、４及び５の「通知年月日」欄記載の日に、「被告が

通知した内容」欄記載の内容を通知した。 

ウ 被告は、本件動画２～９、１２及び１５～２２について、プライバシー

侵害通知フォームから、それぞれ別表２の「通知年月日」欄記載の日に、15 

「被告が通知した内容」欄記載の内容を通知した。 

エ 被告は、本件動画２３～２５について、名誉毀損通知フォームから、そ

れぞれ別表３の「通知年月日」欄記載の日に、「被告が通知した内容」欄記

載の内容を通知した。 

オ 本件動画１０、１１、１３及び１４について、それぞれ別表２の「通知20 

年月日」欄記載の日に、プライバシー侵害通知フォームから通知がされた

（以下、これらの通知及び前記イ～エの通知を併せて「本件各通知」とい

い、動画の番号に応じて「本件通知１」などということがある。被告が本

件通知１０、１１、１３及び１４をしたかについては争いがある。）。 

⑷ 本件各通知後の経緯 25 

ア グーグルは、本件動画１及び２６～２９について、前記⑶イのとおりの
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通知がされた後、上記各動画をユーチューブ上で再生することができない

ようにした（甲１３、１６、２９）。 

イ 原告Ａは、本件動画２～７、１０、１１、１３、１４、１８及び２０に

ついて、前記⑶ウ及びオのとおりの通知がされた旨の連絡を受け、自ら上

記各動画を削除した。 5 

 本件動画８、９、１２、１５～１７、１９、２１及び２２は、前記⑶ウ

のとおりの通知がされた後も、ユーチューブ上で再生することができる。 

ウ グーグルは、本件動画２３～２５について、前記⑶エのとおりの通知が

された後、上記各動画を日本国内において再生することができないように

した（甲１５の１～３）。 10 

２ 争点及び当事者の主張 

⑴ 被告が本件通知１０、１１、１３及び１４をしたか（争点１） 

（原告Ａの主張） 

 本件通知１０、１１、１３及び１４がされた令和３年１０月及び１１月当

時、原告Ａはユーチューブにおいて主に被告に関する動画を投稿していた。15 

また、上記各通知はプライバシー侵害通知フォームからされたところ、被告

は原告Ａのチャンネルに投稿された本件動画２～９、１２及び１５～２２に

ついて、令和３年１０月から１１月にかけて、プライバシー侵害通知フォー

ムから通知をしていた。 

 以上によれば、被告が本件通知１０、１１、１３及び１４をしたことは明20 

らかである。 

（被告の主張） 

    否認する。 

⑵ 本件各通知が原告らに対する不法行為に当たるか（争点２） 

（原告らの主張）（以下のイ及びウは、原告Ａの主張） 25 

ア 著作権侵害通知フォームからの通知（本件通知１及び２６～２９）につ
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いて 

(ｱ) ユーチューブに動画を投稿した者は、正当な理由がないのに、当該動

画をユーチューブ上で再生できないようにする措置（以下、グーグルに

よる、ユーチューブ上で再生できないようにする措置について「削除」

という。）をとられないことについて、また、正当な理由がないのに通知5 

されないことについて、法律上保護される利益を有する。 

 グーグルは、著作権侵害通知フォームから通知を受けた場合、同フォ

ームの必要事項に何らかの記載さえあれば、記載内容にかかわらず、無

条件でユーチューブにおける動画を削除する。また、ユーチューブの通

知フォームには、著作権やプライバシーの問題以外に「その他の法的問10 

題」との選択肢が存在し、パブリシティ権侵害や肖像権侵害を通知する

場合にはこの通知フォームを選択することができる。 

 これによれば、著作権侵害を通知する場合を除き、著作権侵害通知フ

ォームの必要事項に何らかの記載をして通知することは、動画を投稿し

た者の法律上保護される利益を侵害するものとして違法である。 15 

(ｲ) 被告は、著作権侵害を通知するものではないのに、著作権侵害通知フ

ォームから本件通知１及び２６～２９をした。仮に、被告が、著作権侵

害通知フォームの必要事項に何らかの記載があれば、記載内容にかかわ

らず、無条件で動画が削除されることを知らなかったとしても、ユーチ

ューブの規約を参照することにより、このことを知ることができた。こ20 

れによれば、被告は、著作権侵害を通知する場合を除き、著作権侵害通

知フォームの必要事項に何らかの記載をして通知してはならない注意義

務を負っていたにもかかわらず、本件通知１及び２６～２９をしたもの

であり、上記注意義務に違反したものである。 

(ｳ) また、被告は、登録者数が１００万人を超えるユーチューバーであり、25 

著作権侵害通知フォームの必要事項に何らかの記載があれば、記載内容
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にかかわらず、無条件で動画が削除されることを知っていた。そして、

被告は、「その他の法的問題」の通知フォームを選択できたにもかかわら

ず、あえて、著作権侵害通知フォームから通知をした。また、被告の配

偶者は、本件通知１及び２６〜２９がされた頃、被告が、批判的な動画

の削除申請をし、ユーチューブがどんどん動画を削除している旨の発言5 

をしており（甲１７、１８）、被告は、同じ頃、原告ら以外の者が投稿し

た動画について、著作権侵害通知をしていた（甲２０～２２）。これによ

れば、被告が、被告を批判する動画を投稿する者に不当な圧力をかける

目的で著作権侵害通知フォームを悪用したことは明らかであり、被告は、

本件通知１及び２６〜２９により、原告らの法律上保護される利益を侵10 

害した。 

イ プライバシー侵害通知フォームからの通知（本件通知２～２２）につい

て 

(ｱ) ユーチューブに動画を投稿した者が、正当な理由がないのに、動画を

削除されないこと及び通知をされないことについて、法律上保護される15 

利益を有することは、前記ア(ｱ)のとおりである。 

 ユーチューブのプライバシーガイドラインによれば、プライバシー侵

害通知フォームからの通知を受け、ユーチューブからその旨の電子メー

ルが送信されたにもかかわらず、４８時間以内に通知に係る動画を削除

しなかった場合には、ユーチューブによる確認作業がされ、当該動画が20 

削除される場合がある。また、複数の動画にプライバシー侵害の通知が

されると、通知に係る動画だけではなく、チャンネルが停止される可能

性がある。 

 これによれば、プライバシー権が侵害された事実がないのに、プライ

バシー侵害通知フォームから通知することは、動画を投稿した者の法律25 

上保護される利益を侵害するものとして違法である。 
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(ｲ) 被告は、ユーチューバーであり、その氏名がプライバシーに当たるこ

とはなく、本件動画２〜２２によりプライバシー権が侵害されたといえ

ないのに、本件通知２～２２をした。前記(ｱ)によれば、被告は、プライ

バシー権が侵害された事実がないのに、通知をしてはならない注意義務

を負っていたにもかかわらず、本件通知２～２２をしたものであり、上5 

記注意義務に違反したものである。 

(ｳ) また、本件通知２〜２２には誹謗中傷についての記載があり、プライ

バシーと名誉権の判別が曖昧になっている。また、ユーチューブのプラ

イバシーガイドラインによれば、侵害通知フォームから通知をするに際

しては、動画を投稿した者に連絡をすることが前提とされているのに、10 

被告は、原告Ａに連絡していない。これによれば、被告が、被告を批判

する動画を投稿する者に不当な圧力をかける目的でプライバシー侵害通

知フォームを悪用したことは明らかであり、被告は、本件通知２〜２２

により、原告Ａの法律上保護される利益を侵害した。 

ウ 名誉毀損通知フォームからの通知（本件通知２３～２５）について 15 

(ｱ) ユーチューブに動画を投稿した者が、正当な理由がないのに、動画を

削除されないこと及び通知をされないことについて、法律上保護される

利益を有することは、前記ア(ｱ)のとおりである。 

 ユーチューブヘルプにおいては、名誉毀損通知フォームから通知をす

るに当たり、具体性と確固とした根拠を要するとされ、審査により、ガ20 

イドラインに反するとされた場合に、グーグルは、動画を削除し、ある

いは、日本国内で再生できないようにする措置（ブロック。以下、グー

グルによる削除と併せて「削除等」という。）をとる。 

これによれば、法律上の名誉毀損又は侮辱がされた事実がないのに、

名誉毀損通知フォームから通知することは、動画を投稿した者の法律上25 

保護される利益を侵害するものとして違法である。 
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(ｲ) 前記(ｱ)によれば、被告は、名誉毀損又は侮辱につき、法的な根拠を

備えているか否かを十分に検討した上で、通知する注意義務を負ってい

たにもかかわらず、本件通知２３～２５をしたものであり、上記注意義

務に違反したものである。 

(ｳ) 被告は、本件動画２３～２５によって名誉毀損又は侮辱がされたと5 

はいえないのに、名誉毀損通知フォームを悪用し、本件通知２３〜２５

をして、原告Ａの法律上保護される利益を侵害した。 

（被告の主張） 

ア グーグルは、ユーチューブの利用規約（以下「利用規約」ということが

ある。）において、コンテンツが第三者に損害を及ぼす可能性があると合理10 

的に判断する場合、独自の裁量によりコンテンツを削除することができる

ものとしており、ユーチューブに動画を投稿した者も、当該利用規約に同

意しているから、グーグルが動画を削除等したとしても、当該削除等によ

る不利益は、法律上保護されるものではない。 

 また、グーグルは、本件各通知フォームから通知を受けた場合、通知の15 

対象となった動画を自動的に削除するものではなく、動画を削除するか否

かについて、独自の裁量により判断を行っているから、通知が、グーグル

を欺罔して合理的な判断を阻害したといえるような例外的な場合を除き、

ユーチューブに動画を投稿した者との関係で違法になることはない。 

イ 著作権侵害通知フォームからの通知（本件通知１及び２６～２９）につ20 

いて 

(ｱ) グーグルが、著作権侵害通知フォームの必要事項に何らかの記載が

あれば、記載内容にかかわらず、無条件で動画を削除することは否認す

る。 

(ｲ) 本件通知１及び２６～２９は、パブリシティ権侵害（本件通知１及び25 

２６～２８）及び肖像権侵害（本件通知２９）を通知するものである。 
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(ｳ) 被告が、不当な目的を有し、著作権侵害通知フォームを悪用したとの

点及び原告らの主張する注意義務を負うことは否認する。被告は、通知

フォームにおいて「その他の法的問題」との選択肢があることは知らず、

適当なフォームが見当たらなかったため、著作権侵害通知フォームから

通知をしたものである。 5 

ウ プライバシー侵害通知フォームからの通知（本件通知２～２２）につい

て 

(ｱ) プライバシー侵害通知フォームによる削除をする際の判断は、厳密

な法的判断を離れたグーグル独自の判断であり、プライバシー侵害通知

フォームから通知するに当たり、講学上のプライバシー権侵害に当たる10 

ことは要しない。 

(ｲ) 被告が、不当な目的を有し、プライバシー侵害通知フォームを悪用し

たとの点及び原告Ａの主張する注意義務を負うことは否認する。 

(ｳ) 本件動画２～９、１２及び１５～２２には、被告の氏名又は画像が映

っている。上記各動画について、プライバシー権侵害に当たらないとし15 

ても、被告の氏名を冒用されない権利を侵害するものである。被告は、

上記各動画について、プライバシー侵害通知フォームの書式に従い通知

をしたものである。 

エ 名誉毀損通知フォームからの通知（本件通知２３～２５）について 

(ｱ) 名誉毀損通知フォームによる削除をする際の判断は、厳密な法的判20 

断を離れたグーグル独自の判断であり、名誉毀損通知フォームから通知

するに当たり、法的に名誉毀損又は侮辱に当たることを要しない。 

(ｲ) 被告が名誉毀損通知フォームを悪用したとの点及び原告らの主張す

る注意義務を負うことは否認する。 

(ｳ) 原告Ａは、本件動画２３～２５において、被告の名誉を毀損し、又は25 

侮辱した。被告は、上記各動画について、名誉毀損通知フォームの書式
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に従い、通知をしたものである。 

⑶ 損害の発生及びその額（争点３） 

（原告Ａの主張） 

ア 慰謝料 １００万円 

(ｱ) 原告Ａが投稿した動画に対して本件通知１〜２５がされたことによ5 

り、本件動画１が削除され、本件動画２３～２５が日本国内において再

生することができなくなり、また、原告Ａのチャンネルの管理画面に、

著作権侵害に関する警告が９０日間にわたり表示された。 

(ｲ) 原告Ａは、本件通知２〜２２により本件動画２〜２２が削除され、あ

るいは、原告Ａのチャンネル全体が停止されることを避けるため、原告10 

Ａのチャンネルに投稿されていた合計約１２００本の動画の内容を確認

し、動画のタイトルを伏字にする、動画を削除するなどの作業を強いら

れた。 

(ｳ) 本件通知１〜２５による精神的苦痛に対する慰謝料としては１００

万円が相当である。 15 

イ 逸失利益 ２４万０４９５円 

 本件動画２〜７、１０、１１、１３、１４及び２３～２５について、収

益化されていたチャンネルから動画が削除され、あるいは、日本国内で再

生できなくなったこと、本件動画８について、広告の適合性に関する制限

が課せられたことにより、原告Ａは、これらの動画の公開により、本来得20 

られたはずの利益を得ることができなくなったものであり、その額は２４

万０４９５円である。 

ウ 弁護士費用 １２万円 

（原告Ｂの主張） 

ア 慰謝料 １００万円 25 

原告Ｂが投稿した動画に対してされた本件通知２６により、本件動画２
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６が削除され、また、原告Ｂのチャンネルの管理画面において、著作権侵

害に関する警告が９０日間にわたり表示された。 

本件通知２６による精神的苦痛に対する慰謝料としては１００万円が相

当である。 

イ 弁護士費用 １０万円 5 

（原告Ｃの主張） 

ア 慰謝料 １００万円 

原告Ｃが投稿した動画に対してされた本件通知２７～２９により、本件

動画２７～２９が削除され、また、原告Ｃのチャンネル全体が削除された。 

本件通知２７〜２９による精神的苦痛に対する慰謝料としては１００万10 

円が相当である。 

イ 弁護士費用 １０万円 

（被告の主張） 

損害の発生及びその額については、否認ないし争う。プライバシー侵害通

知フォームからの通知によりチャンネル全体が停止されるおそれがあったと15 

の原告Ａの主張は憶測にすぎず、前記（原告Ａの主張）ア(ｲ)の動画の確認等

の作業と通知がされたこととの間に相当因果関係はない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 被告が本件通知１０、１１、１３及び１４をしたか（争点１） 

⑴ 本件通知１０、１１、１３及び１４の内容並びに本件動画１０、１１、１20 

３及び１４のタイトルやその内容がどのようなものであったかを示す証拠は

なく、被告が上記各通知をしたと認めることはできない。 

⑵ 原告Ａは、本件通知１０、１１、１３及び１４がされた当時、原告Ａが、

主に被告に関する動画を投稿していたことや、被告が、原告Ａのチャンネル

の他の動画についてもプライバシー侵害通知フォームから通知をしていたこ25 

とに照らし、被告が本件通知１０、１１、１３及び１４をしたことが明らか



12 

 

であると主張する。 

 しかしながら、本件動画１０、１１、１３及び１４が被告に関する動画で

あったと認めるに足りる証拠はないし、原告Ａの主張する事情から、被告が

上記各通知をしたことを推認するには足りず、他にこれを認めるに足りる証

拠はない。したがって、原告Ａの主張は採用することができない。 5 

⑶ よって、以下においては、本件通知１０、１１、１３及び１４を除く、本

件各通知について検討する。 

２ 本件各通知（本件通知１０、１１、１３及び１４を除く。）が原告らに対する

不法行為に当たるか（争点２） 

⑴ 著作権侵害通知フォームからの通知（本件通知１及び２６〜２９）につい10 

て 

ア 前記前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、以下の事実

を認めることができる。 

(ｱ) 利用規約には次の趣旨の定めがある（乙１０及び弁論の全趣旨）。 

ａ 本契約の記載内容を理解又は承諾頂けない場合には、ユーチューブ15 

のサービスをご利用いただけません。 

ｂ コンテンツに対する責任は、そのコンテンツをユーチューブのサー

ビスに提供した人物や組織が負うものとします。・・・お客様は、コミ

ュニティガイドラインや法令への違反を含め、本契約を遵守していな

いと思われるコンテンツを見つけた場合、ユーチューブに報告できま20 

す。 

ｃ お客様がユーチューブチャンネルをお持ちの場合、本サービスにコ

ンテンツをアップロードできます。・・・コンテンツをアップロードす

る際、本契約（ユーチューブコミュニティガイドラインを含みます）

や法律を遵守していないコンテンツを本サービスに投稿することはで25 

きません。 
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ｄ ユーチューブは、以下のいずれかに該当すると合理的に判断する場

合、独自の裁量によりコンテンツを削除する権利を留保します。⑴コ

ンテンツが本契約に違反している、又は、⑵コンテンツがユーチュー

ブ、ユーザー若しくは第三者に損害を与える可能性がある。削除する

場合、ユーチューブは、その理由とともに通知します。 5 

ｅ 本サービス上で自分の著作権が侵害されていると思われる場合は、

ユーチューブに通知してください。通知を受けたユーチューブは、手

続きに従って著作権侵害の申立てに対応します。ユーチューブのポリ

シーでは、侵害行為を繰り返すユーザーについては、状況に応じて本

サービスへのアクセスを解除することが定められています。 10 

ｆ お客様による本契約への違反が深刻である、若しくは繰り返される

場合、・・・又は他のユーザー、第三者、ユーチューブ、ユーチューブ

の関係会社のいずれかに不利益又は損害を与える（若しくはその可能

性がある）行為が行われているとユーチューブが判断する場合、ユー

チューブは、お客様のグーグルアカウント又はお客様の本サービスの15 

全部若しくは一部へのアクセスを停止又は解除する権利を留保します。 

(ｲ) ユーチューブの著作権ポリシー等 

グーグルは、ユーチューブについて、著作権侵害の防止と常習犯の根

絶を目的とした次の著作権ポリシーを採用していた。（甲３７・２８頁） 

ａ 著作権侵害による有効な削除通知を受けて、ユーチューブが動画を20 

削除した場合、ユーザーにその旨を通知し、その動画をアップロード

したユーザーのアカウントに「著作権侵害の警告」を適用します。  

ｂ オンラインによる「コピーライトスクール」の受講を完了すること

により、ユーザーは著作権について学び、アカウントへの違反警告の

期限切れを待つ権利を取得します。 25 

ｃ 違反警告を３度受けた時点で、当該ユーザーのアカウントは停止さ
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れ、そのアカウントにアップロードされた動画は全て削除されます。 

 米国のデジタルミレニアム著作権法（ＤＭＣＡ）は、権利侵害を主張

する者からの通知により、プロバイダが、権利侵害情報か否かの実体的

な判断を経ずに、当該情報の削除の措置を行うことを含むノーティスア

ンドテイクダウン手続を定めているが、グーグルは、ユーチューブに投5 

稿された動画について著作権保有者からＤＭＣＡ削除要請が提出され、

動画を投稿した者が、そのＤＭＣＡ削除要請が不当であると考える場合

は、著作権保有者が誤った要請を行った可能性があると反証する目的で、

ウェブフォームで説明することができ、著作権保有者が動画を投稿した

者に対し訴訟を起こさなければ、その動画は復元されることがあるとし10 

て、ノーティスアンドテイクダウン手続に準拠した手続を定めている。

（甲３２、甲３７・３０頁） 

 そして、グーグルによれば、ユーチューブでは、著作権問題の一部は

ＤＭＣＡ削除要請を通じて解決され、著作権保有者は、ユーチューブ著

作権センターを通じて著作権侵害を理由とする削除通知を提出すること15 

ができ、平成２９年（２０１７年）にユーチューブが３０万名以上の削

除要請者から受け取ったＤＭＣＡ削除要請は２５０万件を超え、大多数

のケースでコンテンツが削除されるが、手続を誤解している申立て、手

続を濫用している申立ても多数あり、ユーチューブは、これらの削除要

請を慎重に審査し、追加情報を求めるか、３０万以上の動画に対する削20 

除要請を却下しているとされる（甲３７・２９頁）。 

(ｳ) ユーチューブの通知フォーム 

 本件各通知の当時、ユーチューブに投稿された動画について通知する

フォームには、「性的なコンテンツ」、「暴力的または不快なコンテンツ」

等とともに、「権利の侵害」という選択肢があり、「権利の侵害」を選択25 

すると、「著作権の問題」（著作権侵害通知フォーム）、「プライバシーの
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問題」（プライバシー侵害通知フォーム）、「商標権侵害」、「名誉毀損」（名

誉毀損通知フォーム）、「偽造品」、「その他の法的問題」のうち、１つを

選択する仕様になっていた（甲４８の２）。 

(ｴ) 本件通知１及び２６〜２９ 

 本件通知１及び２６〜２８は、①著作権侵害通知フォームの「公演の5 

種類」に「氏名」、②「著作権対象物のタイトル」に「Ｄ」又は「Ｄ Ｄ

´」とそれぞれ記載され、③「補足情報」欄に、権利侵害の内容が「パ

ブリシティ権侵害」であり、「顧客吸引力、宣伝、広告収益目的のために

タイトルに無断で氏名を使用し、経済的利益を害している」旨が記載さ

れていた（前記前提事実⑶イ）。 10 

 本件通知２９は、著作権侵害通知フォームの「作品名」に「顔写真」

と記載され、「作品の種類」について「写真」のチェックボックスが、「該

当のコンテンツの位置」について「カスタムサムネイル」のチェックボ

ックスが選択されていた（前記前提事実⑶イ）。 

イ 本件通知１及び２６～２９が、著作権侵害を通知するものではないこと15 

については当事者間に争いがないところ、前記ア(ｴ)によれば、本件通知１

及び２６～２８は、いずれも被告の氏名が用いられたことにより、被告の

パブリシティ権が侵害されていると思われる旨を通知するもの、本件通知

２９は、本件動画２９のサムネイル画像において、被告の顔写真が用いら

れたことにより、被告の権利が侵害されていると思われる旨を通知するも20 

のであると理解することができる。 

ウ 原告らは、グーグルは、著作権侵害通知フォームから通知を受けた場合、

同フォームの必要事項に何らかの記載さえあれば、記載内容にかかわらず、

無条件でユーチューブにおける動画を削除することを前提に、著作権侵害

を通知する場合を除き、著作権侵害通知フォームの必要事項に何らかの記25 

載をして通知することが違法であると主張する。 
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 前記ア(ｲ)によれば、グーグルは、著作権侵害について、ノーティスアン

ドテイクダウン手続に準拠した手続を定めており、著作権の帰属等の実体

的判断をすることは想定されていなかったことがうかがわれる。もっとも、

グーグルによれば、著作権保有者からの著作権侵害を理由とするＤＭＣＡ

削除要請を慎重に審査し、追加情報を求め、多数の動画に対する削除要請5 

を却下しているとされ（前記ア(ｲ)）、実際に、著作権侵害通知フォームか

らの通知について、内容が妥当であり、必要な全ての情報が含まれている

ことを確認するための審査が行われ、通知をした者に追加情報を要求し、

著作権の存否を調査した上で申請を却下している例がある（乙１１～１４）。

よって、グーグルが、著作権侵害通知フォームの必要事項に記載があれば10 

無条件に動画を削除していたとは認められない。 

 そうすると、ユーチューブの侵害通知フォームに「その他の法的問題」

の項目があることを踏まえても、著作権侵害を通知する場合でないのに、

著作権侵害通知フォームの必要事項に何らかの記載をして通知することが、

通知の対象者との関係で、直ちに違法であるということはできない。 15 

 よって、これを前提に、本件通知１及び２６～２９について故意又は過

失による不法行為が成立するという原告らの主張を、採用することはでき

ない。 

エ もっとも、原告らは、①被告は、著作権侵害通知フォームの必要事項に

何らかの記載があれば、記載内容にかかわらず、無条件で動画が削除され20 

ることを知っていたこと、②本件通知１及び２６〜２９が著作権侵害を通

知するものではないこと、③被告は、「その他の法的問題」の通知フォーム

を選択できたこと、④被告の配偶者が、本件通知１及び２６〜２９がされ

た頃、被告が、批判的な動画の削除申請をし、ユーチューブがどんどん動

画を削除している旨の発言をしたこと（甲１７、１８）、⑤被告が原告ら以25 

外の者が投稿した動画について、著作権侵害通知をしたことなどを根拠と
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して、被告が、被告を批判する動画を投稿する者に不当な圧力をかける目

的で、著作権侵害通知フォームを悪用したとして、本件通知１及び２６〜

２９が違法であるとも主張する。 

 ユーチューブにおいて動画を投稿し、これを公開する行為は、当該動画

を投稿した者の表現活動や事業活動に関わるものであるところ、利用規約5 

では、侵害行為を繰り返すユーザーについては、状況に応じてユーチュー

ブへのアクセスを解除することが定められ（前記ア(ｱ)ｅ、ｆ）、著作権侵

害による有効な削除通知を受けて、ユーチューブが動画を削除した場合、

ユーザーに著作権侵害の違反警告をし（同(ｲ)ａ）、ユーザーは、著作権侵

害の違反警告を受けた場合には、オンラインによる「コピーライトスクー10 

ル」の受講を完了することを要し（同ｂ）、著作権侵害の違反警告を３度受

けるとユーザーのアカウントは停止され、そのアカウントにアップロード

された動画は全て削除される（同ｃ）ものとされているから、グーグルに

対して著作権侵害通知フォームからの通知がされた場合には、動画を投稿

した者は、相応の対応をする必要があり、対応をしなかった場合には当該15 

動画を削除されたり、チャンネル全体を削除されたりするおそれがあるも

のといえる。そうすると、ユーチューブにおいて動画を投稿した者の表現

活動や事業活動を妨害するなど、専ら不当な目的で著作権侵害通知フォー

ムからの通知がされた場合、通知の回数、内容及び態様によっては、上記

通知をすることが、当該動画を投稿した者の法律上保護される利益を侵害20 

するものとして違法となる余地がある。 

そこで検討するに、前記イのとおり、本件通知１及び２６〜２９は、本

件動画１及び２６〜２９により被告の権利が侵害されていると思われる

旨通知するものであり、前記ア(ｴ)によれば、権利が侵害されていると思わ

れるとする相応の事実関係及び根拠が記載されていたものと認められる。25 

そして、本件動画１及び２６〜２８において被告の氏名が用いられていた
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こと（当事者間に争いがない。）、被告が開設しているチャンネルの登録者

数は１００万人を超えること（甲１２）を考慮すれば、本件通知１及び２

６〜２８について、殊更に虚偽の事実や法律関係に基づく通知をしたとは

いえないし、本件動画２９において、被告の顔写真が用いられていたこと

（当事者間に争いがない。）、原告Ｃが、被告の顔写真の使用について、何5 

らかの許諾を得た事情もうかがわれないことをも考慮すれば、本件通知２

９について、殊更に虚偽の事実や法律関係に基づく通知をしたとはいえな

い。また、ユーチューブの通知フォームにおいて、「その他の法的問題」は

一番下に配置されていることからすれば（甲４８の２）、適切なフォームが

なかったことから、著作権侵害通知フォームから通知をしたとの被告の主10 

張が不合理であるとまではいえない。 

 上述したところに加え、前記ウに説示したところによれば、原告の主張

する前記①の点は前提を欠き、前記②及び③の点から、被告が専ら不当な

目的で著作権侵害通知フォームから通知をしたと認めることはできない。

前記④及び⑤の点も、被告が専ら不当な目的で著作権侵害通知フォームか15 

ら通知をしたことを推認させるには足りない。 

 以上によれば、本件通知１及び２６〜２９について、専ら不当な目的で

されたものということはできず、上記各通知をしたことが原告らの法律上

保護される利益を侵害するものとして違法となる余地はない。 

⑵ プライバシー侵害通知フォームからの通知（本件通知２〜９、１２及び１20 

５〜２２）について 

ア 前記前提事実及び後掲各証拠並びに弁論の全趣旨を総合すれば、次の事

実を認めることができる。 

(ｱ) プライバシー侵害通知フォームとユーチューブヘルプ及びプライバ

シーガイドライン 25 

ａ ユーチューブヘルプの「プライバシー侵害の申し立て手続き」には、
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動画によって自分のプライバシー又は安全性が侵害されている場合に

通知できること、ユーチューブのコンテンツで自分が取り上げられて

いれば、それがどのようなものであっても不快に感じる可能性がある

ことが記載されている（甲７の３）。 

ｂ プライバシー侵害通知フォームには、「自分の氏名が映っている」、5 

「自分の画像が映っている」とのチェックボックスがある（甲７の４）。 

ｃ ユーチューブプライバシーガイドラインによれば、プライバシー侵

害通知フォームからの通知から、４８時間経過してもプライバシー侵

害の疑いが解消されない場合は、ユーチューブが申立て内容を審査す

るとされ（甲７の１）、コンテンツを削除する基準において、ユーチュ10 

ーブは公益性、ニュースバリュー、コンセンサスを最終決定要因とし

て考慮するとされている（甲７の２）。 

ｄ ユーチューブヘルプの「プライバシー侵害の申し立て手続き」には、

通知をする前に、動画が自分のプライバシーを侵害したり、自分に不

快感を与えたりする内容かどうか確認すること、動画を投稿した者は、15 

自分が投稿した動画によって、嫌な思いをしている人がいることに気

付いていない可能性があることから、動画を投稿した者に連絡をする

ことが記載され（甲７の３）、ユーチューブヘルプの「個人情報の保護」

には、動画を投稿した者に直接連絡したくない場合は、プライバシー

ガイドラインに沿って動画の削除をリクエストできることが記載され20 

ている（甲７の２）。 

(ｲ) 本件通知２〜９、１２及び１５〜２１ 

本件通知２〜９、１２及び１５〜２１においては、プライバシー侵害

通知フォームの「自分の氏名が映っている」のチェックボックスが選択

され、本件通知２２においては、「自分の画像が映っている」のチェック25 

ボックスが選択されていた（前記前提事実⑶ウ、甲７の４）。 
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イ 原告Ａは、プライバシー権が侵害された事実がないのに、プライバシー

侵害通知フォームから通知することは、動画を投稿した者の法律上保護さ

れる利益を侵害するものとして違法であるとして、ユーチューバーである

被告の氏名がプライバシーに当たることはないから、被告は、プライバシ

ー権が侵害された事実がないのに、本件通知２〜９、１２及び１５〜２１5 

をした旨主張する。 

 前記⑴ア(ｱ)及び(ｳ)並びに前記ア(ｱ)によれば、グーグルは、コンテンツ

が利用規約（コミュニティガイドラインを含む。）に違反し、又は、第三者

に対して損害を及ぼす可能性があると合理的に判断する場合には、独自の

裁量によりコンテンツを削除する権利を留保するとの定めを設けていたこ10 

と、プライバシー侵害を理由として、動画を削除するか否かの基準として、

公益性、ニュースバリュー、コンセンサスを考慮するとし、自分の氏名な

いし画像が映っていて、自分のプライバシー又は安全性が侵害されている

場合や自分が取り上げられて不快に感じている場合には通知することがで

きるようにプライバシー侵害通知フォームを設けていたことが認められる。 15 

 これによれば、グーグルは、プライバシー侵害通知フォームから通知す

る際に、自分のプライバシー又は安全性が侵害されている場合や自分が取

り上げられて不快に感じている場合に、自分の氏名ないし画像が映ってい

ることを通知することを求めているにとどまり、当該通知に係る動画の内

容が、法律上のプライバシー権侵害に当たることまでは求めていないとい20 

うべきである。 

 そうすると、法律上のプライバシー権侵害に当たる事実がないのにプラ

イバシー侵害通知フォームから通知することが、通知の対象者との関係で、

直ちに違法であるということはできない。 

 よって、これを前提に、本件通知２、９～１２及び１５～２１について25 

故意又は過失による不法行為が成立するという原告Ａの主張を、採用する
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ことはできない。 

ウ もっとも、原告Ａは、①本件動画２〜９、１２及び１５〜２１は被告の

プライバシー権を侵害するものではないこと、②通知には「動画のタイト

ルが私に対する事実無根の誹謗中傷である」とも記載され、プライバシー

と名誉権の判別が曖昧になっていること、③プライバシー侵害通知フォー5 

ムからの通知に先立ち、動画を投稿した者に連絡をすることが前提とされ

ているのに、被告は、原告Ａに連絡をしていないことからすれば、被告が、

被告を批判する動画を投稿する者に不当な圧力をかける目的で、プライバ

シー侵害通知フォームを悪用したことは明らかであると主張する。 

 利用規約では、侵害行為を繰り返すユーザーについては、状況に応じて10 

ユーチューブへのアクセスを解除することが定められていること（前記⑴

ア(ｱ)ｅ、ｆ）に加え、ユーチューブプライバシーガイドラインによれば、

プライバシー侵害通知フォームからの通知から、４８時間経過してもプラ

イバシー侵害の疑いが解消されない場合は、ユーチューブが申立て内容を

審査するとされていること（前記ア(ｱ)ｃ）などからすれば、プライバシー15 

侵害通知フォームからの通知がされた場合、動画を投稿した者は相応の対

応をする必要があることがあり、対応をしなかった場合には当該動画を削

除されたり、チャンネル全体を削除されたりするおそれがあるものといえ

る。そうすると、専ら不当な目的でプライバシー侵害通知フォームからの

通知がされた場合、通知の回数、内容及び態様によっては、上記通知をす20 

ることが、動画を投稿した者の法律上保護される利益を侵害するものとし

て違法となる余地がある。 

 そこで、検討するに、前記ア(ｲ)によれば、本件通知２〜９、１２及び１

５〜２１は、被告の氏名及び画像が用いられたことにより、被告のプライ

バシーが侵害されていると思われる旨通知するものであるが、前記イのと25 

おり、利用規約において、プライバシー侵害通知フォームからの通知に係
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る動画の内容が、法律上のプライバシー権侵害に当たることまでは求めら

れていない。そして、前記ア(ｲ)によれば、上記各通知には、被告がプライ

バシーを侵害されていると思われるとする相応の事実関係及び根拠が記

載されていたといえる。また、本件動画２〜９、１２、１５〜１７、１９

及び２１に被告の氏名が映っていたこと並びに本件動画２２に被告の画5 

像が映っていたこと（当事者間に争いがない。）をも考慮すれば、本件通知

２〜９、１２、１５〜１７、１９、２１及び２２について、殊更に虚偽の

事実や法律関係に基づく通知をしたとはいえない。本件動画１８及び２０

については、タイトル及び内容が不明であるから、本件通知１８及び２０

が、殊更に虚偽の事実や法律関係に基づく通知をしたものとは認められな10 

い。 

 以上に加え、前記イに説示したところによれば、原告Ａが主張する前記

①及び②の点を考慮しても、被告が、専ら不当な目的でプライバシー侵害

通知フォームからの通知をしたと認めることはできない。前記③の点につ

いても、前記ア(ｱ)ｄによれば、通知に先立って動画の投稿者に必ず連絡し15 

なければならないとは解されず、被告が、専ら不当な目的でプライバシー

侵害通知フォームからの通知をしたことを推認させる事情とはいえない。 

 以上によれば、本件通知２〜９、１２及び１５〜２２について、専ら不

当な目的でされたということはできず、上記各通知について、原告らの法

律上保護される利益を侵害するものとして違法となる余地はない。 20 

⑶ 名誉毀損通知フォームからの通知（本件通知２３〜２５）について 

ア 前記前提事実及び後掲各証拠並びに弁論の全趣旨を総合すれば、次の事

実を認めることができる。 

(ｱ) 名誉毀損通知フォームとユーチューブヘルプ 

ａ ユーチューブヘルプの「名誉毀損」においては、名誉毀損の定義は25 

世界中で異なるが、他の人物や会社の評判を傷つけるような動画は通
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常名誉毀損に当たること、グーグルが動画をブロックする際には、そ

の地域の法律的な側面を考慮し、場合によっては、裁判所命令を要求

することもあること、名誉毀損通知については、具体性と確固とした

根拠を要することが記載されている（甲８の１）。 

ｂ 名誉毀損通知フォームには、誹謗中傷の対象を特定する情報として、5 

自分の氏名、画像、声、ビジネス名、その他のチェックボックスがあ

り、「報告する文言」欄に具体的な文言を記載することになっている（甲

８の３）。 

ｃ 名誉毀損通知フォームから通知がされた場合、直ちに対象とされた

動画が削除されるわけではなく、グーグルの審査により、ガイドライ10 

ンに反する場合にブロックの措置がされる。 

(ｲ) 本件通知２３〜２５ 

本件通知２３においては、「報告する文言」欄に「やっていることが実

際詐欺なんだから」、「こういうＤみたいな詐欺師」との文言が、本件通

知２４においては、「報告する文言」欄に、動画のタイトルに被告の名前15 

を用いた上で「詐欺師かＩＱ３以下の無能」、サムネイルに「詐欺師」と

明記された旨がそれぞれ記載され、名誉毀損及び侮辱であると記載され

ている。 

 また、本件通知２５においては、「報告する文言」欄に、被告及び被告

の経営する「Ｆ」との名称の飲食店に言及する際に用いられた「絶対に20 

成功しない」、「汚い鍋」との文言が記載され、名誉毀損であると記載さ

れている。（前記前提事実⑶エ） 

イ 前記⑴ア(ｱ)及び(ｳ)並びに前記ア(ｱ)によれば、グーグルは、コンテンツ

が利用規約（コミュニティガイドラインを含む。）に違反し、又は、第三者

に対して損害を及ぼす可能性があると合理的に判断する場合には、独自の25 

裁量によりコンテンツを削除する権利を留保するとの定めを設けていたこ



24 

 

と、他の人物や会社の評判を傷つけるような動画は通常名誉毀損に当たる

が、動画をブロックする地域の法律的側面を考慮し、裁判所の命令を要求

することもあるとしつつ、動画中の文言を特定して自分が誹謗中傷の対象

となっていることを通知することができるように名誉毀損通知フォームを

設けていたことが認められる。 5 

 これによれば、グーグルは、名誉毀損通知フォームから通知する際に、

動画中の文言を特定して、当該文言により自らが誹謗中傷されていること

を通知することを求めているにとどまり、当該通知に係る動画の内容が、

法律上の名誉毀損ないし侮辱に当たることまでは求めていないというべき

である。 10 

 そうすると、法律上の名誉毀損ないし侮辱に当たる事実がないのに名誉

毀損通知フォームから通知することが、通知の対象者との関係で、直ちに

違法であるということはできない。 

 よって、これを前提に、本件通知２３～２５について故意又は過失によ

る不法行為が成立するという原告Ａの主張を採用することはできない。 15 

  なお、原告Ａは、被告が、名誉毀損通知フォームを悪用して、本件通知

２３〜２５をしたとも主張するが、本件動画２３〜２５が前記ア(ｲ)の「報

告する文言」欄記載の文言を含んでいたこと（当事者間に争いがない。）に

照らし、当該文言により自らが誹謗中傷されているとして前記ア(ｲ)のと

おりの本件通知２３〜２５をすることが、名誉毀損通知フォームの悪用に20 

当たるとする余地はない。 

⑷ 小括 

 以上によれば、被告が本件通知１〜９、１２、１５〜２９をしたことが、

原告らに対する不法行為に当たるとはいえないから、その余の点を判断する

までもなく、原告らの請求は理由がない。 25 

第４ 結論 
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   以上によれば、原告らの請求はいずれも理由がないから、これらを棄却する

こととして、主文のとおり判決する。 
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